
5月12日 ： 景気動向指数速報発表（内閣府）

5月19日 ： 国内1～3月期ＧＤＰ速報値発表（内閣府）

5月21日 ： 貿易統計発表（財務省）

5月22日 ： 全国消費者物価指数発表（総務省）

5月28日 ： 米1～3月期ＧＤＰ改定値発表（米・商務省）

5月29日 ： 鉱工業生産・出荷・在庫指数速報発表（経産省）
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3月決算法人の確定申告 ： 6月1日（法人税、消費税、事業税、住民税）

所得税確定申告の延納届出に係る延納税額の納付 ： 6月1日

自動車税の納付 ： 都道府県が条例で定める日



※上記に関する詳細につきましては、当社担当者へお問い合わせ下さい。

令和4年2月10日発行

「極めて高い水準の所得に対する負担の適正化措置の見直し」

令和５年度税制改正により令和７年から適用されている「極めて高い水準の所得に対する負担の適正化措置」

いわゆる「ミニマムタックス」ですが、さらに令和８年度税制改正により令和９年からその適用のハードルが下がること

になりました。今月号はこの「ミニマムタックス」について取り上げます。

「ミニマムタックス」とは、税負担の公平性の観点から、極めて高い水準の所得には、最低限の負担を追加する

制度です。

国税庁のHPでは、令和７年からの改正は、所得30億円を超える超富裕層に対する実質的な追加課税制度の

ような記載ぶりですが、実際には給与所得、不動産所得、上場株式等の譲渡所得・配当所得がないケースでは、

約9.9億円超の譲渡所得（たとえば不動産の売却益、未上場株式の売却益）があると追加課税が発生する可能性

があります。

令和９年からは、同様の事例だと約3.3億円超の譲渡所得があると、追加課税が発生する可能性があります。

適 用 時 期

令和９年分以後の所得税について適用となります。

改正案では、基準所得金額から控除する特別控除額が1億6,500万円（現行：3億3,000万円）に引き下げ、税率

が30％（現行22.5％）に引き上げられます。

現 行

現 行：（その年分の基準所得金額－3億3,000万円）×22.5％＞納めるべき所得税額（基準所得税額）

超過差額分を追加納付

➢ 基準所得金額＝申告不要制度（※１）を適用しないで計算した合計所得金額（※２）

※１ 申告不要制度とは下記の特例をいいます。

• 確定申告を要しない配当所得等の特例

• 確定申告を要しない上場株式等の譲渡による所得の特例

※２ 合計所得金額は、その年分の所得税について適用する特別控除額を控除した後の金額とし、合計所得金額

には源泉分離課税の対象となる所得金額、スタートアップに再投資する場合の優遇税制の適用を受けた株式

譲渡益、ＮＩＳＡ制度の非課税所得を含まないものとなります。

➢ 基準所得税額＝その年分の基準所得金額に係る所得税の額（外国税額控除等を適用しない場合の所得税の額）

  （注）附帯税及びこの規定により課される所得税額を除く

その年分の基準所得金額から3億3,000万円を控除した金額に22.5％の税率を乗じた金額が納めるべき所得税

の金額を超過した場合に、その超過した差額を追加的に申告納税することになります。

具体的には、株式の譲渡所得・土地建物の譲渡所得や給与・事業所得その他の各種所得を合算した基準所得

金額から3億3,000万円の特別控除額を控除した金額に22.5％の税率を乗じた金額が、納めるべき所得税の金額

（基準所得税額）を超過した場合となります。

改 正 内 容

改正案：（その年分の基準所得金額－1億6,500万円）×30％＞納めるべき所得税額（基準所得税額）

超過差額分を追加納付

 ASAHI　NEWS
朝日税理士法人 城南支社

TEL：03-3700-3331
FAX：03-3700-8942

http://www.asahitax.jp令和8年5月11日発行

（資産税）

ここが改正 



令和 8年度税制改正～研究開発税制～

1.重点産業技術試験研究費の額に係る税額控除制度の創設

研究開発投資促進と国際競争力のあるイノベーション環境の確保から、次の見直しが行われました。

項 目 内 容

対象法人 青色申告書を提出する法人（※1）

対象となる費用
（※2）

① 重点産業技術試験研究費の額
認定研究開発法人が同計画に従って行う特定重点研究
開発に係る試験研究費の額

② 特別重点産業技術試験研究費の額
①のうち産業技術力強化法における重点産業技術共同
研究開発機関(仮称)と共同して行う試験研究又は同機関
に委託する試験研究に係るもの

税制措置
税額控除

(控除しきれなかった税額控除額は、

3年間の繰越しが可能（※3）)

重点産業技術試験研究費の額×40%

特別重点産業技術試験研究費の額×50%

当期の法人税額の10%が限度

対象期間
産業技術力強化法の重点研究開発計画の認定の日以後5年を経過する日又は計画期間終了日の
いずれか早い日までの期間内の日を含む各事業年度

※1 産業技術力強化法の改正を前提とし、同法の改正法の施行日から令和11年3月31日までの間に同法に基づく重点研究開発計画(仮
称)につき同法の認定を受けること(認定を受けた法人を「認定研究開発法人」といいます。)

※2 対象となる費用からは、他の研究開発税制(一般試験研究費の税額控除、中小企業技術基盤強化税制及び特別試験研究費の税額
控除)の適用を受けるものを除きます。

※3 繰越控除の適用を受けようとする事業年度において、試験研究費の額が前期の試験研究費を超える必要があります。

※4 グループ通算制度における「戦略技術領域型」の研究開発税制の適用にあたっては、一定の措置が講じられました。

国家戦略として重要な六つの技術領域（AI・先端ロボット、量子、半導体・通信、バイオ・ヘルスケア、フュージョン

エネルギー、宇宙）への研究開発を促す観点から、新たに「戦略技術領域型」の研究開発税制が創設されました。

2 .一般試験研究費の税額控除制度の見直し

適用年度 令和8年(2026年)3月31日まで 令和8年(2026年)4月1日から 令和9年(2027年)4月1日から

控除率 1%～14% 0%～14% 0%～14%

増減試験
研究費
割合(A)

12%超
11.5%+(A-12%)×0.375

(上限14%(原則10%))

12%超
11.5%+(A-12%)×0.375
(上限：14%(原則10%))

15%超
11.5%+(A-15%)×0.375
(上限：14%(原則10%))

0%以上
12%以下

11.5%+(12%-A)×0.25
3%超

15%以下
8.5%+(A-3%)×0.25

12%以下
11.5%ｰ(12%-A)×0.25 

(下限1%)
0%未満

8.5%+A×30分の8.5
(下限0%)

3%以下
8.5%+(A-3%)×13分の8.5

(下限0%)

試験研究費
割合(B)

10%超
上記の控除率
×(B-10%)×0.5
を上乗せ(上限10%)

10%超 同左 10%超 同左

適用年度 令和8年(2026年)3月31日まで 令和9年(2027年)4月1日から

控
除
上
限

増減試験
研究費割合(A)

原則 25% 原則 25%

4%超
原則に(A-4%)×0.625
を上乗せ(上限5%)

7%超
原則に(A-7%)×0.625
を上乗せ(上限5%)

△4%超
原則から(Aの絶対値-4%×0.625

を減算(上限△5%)
△1%超

原則から(Aの絶対値-1%)×0.625
を減算(上限△5%)

試験研究費
割合(B)

10%超
原則に法人税×(B-10%)×2)

を上乗せ(上限10%)
10%超 同左

※上記のほかに、一定のベンチャー企業の場合の上乗せ措置(上限15%)があります。

全企業型の研究開発税制(一般型)については、控除率のトップラインを維持しつつ、さらなる試験研究費の増加

を促す観点から、控除率や控除上限の厳格化がなされました。
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令和 8年度税制改正～研究開発税制～

朝日税理士法人・朝日ビジネスサービスでは、その他の税制サポートも支援しております。ご不明な点は、弊社担当者へお気軽にお問い合わせください。

研究開発投資促進と国際競争力のあるイノベーション環境の確保から、次の見直しが行われました。

3.中小企業技術基盤強化税制の見直し

中小企業向けの研究開発税制について、控除率及び控除上限の上乗せ措置の適用期限が3年間延長され、

継続的な研究開発を促す観点から、3年間の繰越控除制度が創設されました。

内 容 ( 内 容 は 変 更 無 し )

控除率

増減試験研究費割合

(A)(※1)

12%超 (1) 12%＋(A-12%)×0.375(上限17%)

12%以下 (2) 一律12%

試験研究費割合

(B)(※2)
10%超

上記(1)又は(2)に下記を上乗せ

(3) ｛上記(1)又は(2)｝×(B-10%)×0.5(上限10%)

控除上限

原則 (4) 法人税×25%

A 12%超 (5) (4)に法人税×10%を上乗せ

B 10%超 (6) (4)に法人税×(B-10%)×2(上限10%を上乗せ)

繰越控除

創設 控除しきれなかった税額について、3年間の繰越が可能となります。

適用
要件

①繰越控除を受けようとする事業年度の試験研究費の額＞前期の試験研究費の額(※3)

②同事業年度において一般試験研究費の税額控除の適用を受けていない

適用期限 令和11年(2029年)3月31日まで3年延長

※1 過去3期分の平均試験研究費の額の対する当期の試験研究費の額の増減割合をいいます。

※2 当期及び過去3期分の平均売上高に占める当期の試験研究費の額の割合をいいます。

※3 通算法人は、上記①については、グループ全体の試験研究費の額により判定します。なお、繰越控除額は、通算法人ごと

に計算します。

4.特別試験研究費の税額控除制度の見直し及び国外で行われる委託試験研究費の適用範囲の見直し

項 目 改 正

1. 特別試験研究費の

税額控除制度の

見直し

★見直し内容

① 大学等との共同開発及び大学等への委託研究に係る試験研究費の額

一定の要件を満たし、経済産業大臣の指定を受けた大学等については、大学

等の長が認定した金額(現行：専門家による確認が必要)

② その用途に係る対象者が少数である医薬品に関する試験研究費の額

重点産業技術試験研究費の税額控除の適用を受ける場合は、本制度の適用

の対象外となります。

③ 新規高度研究業務従事者に対して人件費を支出して行う試験研究の要件

2. 国外で行われる他の者に

委託する試験研究(※1)

に係る試験研究費の額

（1） 医薬品、医療機器、再生医療等製品に係る試験研究のうち、一定のものについ  

ては、その試験研究費の全額が税額控除の対象になります。

（2） （1）以外の試験研究費については、開始する事業年度の区分に応じ、それぞれ

の割合を乗じた金額が税額控除の対象となります。

令和8年(2026年)4月1日から
 令和9年(202７年)3月31日までの間

70%

令和9年(2027年)4月1日から
 令和10年(2028年)3月31日までの間

60%

令和10年(2028年)4月1日以降 50%

特別試験研究の税額控除制度について次の見直しが行われ、また、研究開発税制の適用を受ける委託試験研

究費のうち、委託先が国外であるものについては、その適用が一部制限されることになりました。

※1 契約又は協定により委託する試験研究で、その委託に基づき行われる試験研究が国外で行われるものに限ります。
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